地域密着型サービス事業者

公募要領
平成２４年８月

松　戸　市
１　公募の趣旨

　　松戸市では、いきいき安心プランⅣまつど（高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・平成２４年度から２６年度まで）に基づき、介護保険施設や居宅サービス事業所等の基盤整備を進めています。

　　今回は、このうち認知症対応型通所介護（認知症対応型デイサービス）の整備事業者を募集するものです。

　
２　公募する地域密着型サービス事業の種類及び募集数

	サービス種類
	２５年度

	認知症対応型通所介護
(単独型・併設型)
	１ヶ所


３　募集圏域

本庁地区・明第１地区・明第２東地区・明第２西地区・矢切地区・東部地区
４　地域密着型サービス事業候補者の選定方法等

（１）事業候補者の選定方法

1 事業候補者の選定は、審査のうえ、市長が決定します。

2 審査方法は、書類審査、ヒアリング等により行います。

3 事業候補者の応募がない場合及び事業候補者が決定しなかった場合は、再度募集を行うことがあります。

（２）主な審査の視点

    ・基本方針（法人の理念・認知症ケアに対する考え方等について）

　　・事業運営・資金調達等
　　・サービスの提供内容

　　・地域との連携

　　・事故防止・防災・安全対策等
・職員配置及び職員の育成（研修）

（３）選定結果の通知

選定結果の通知を全ての応募者に、平成２４年１０月中旬までに文書にて通知します。但し、個別の審査内容等については公表せず、選定された案件についてのみ、整備事業者名、整備予定地などを市ホームページで公表します。なお、審査の結果、応募されたすべての法人が事業予定者として選定されない場合があります。
５　募集手続

（1） 応募資格
・法人格を有していること。（法人設立予定者の者は、法人設立に必要な条件を整えられること）
 ・介護保険法第７８条の２第４項各号及び第１１５条の１２第２項各号の規定に該当しないこと。

・平成２５年度内に開設することができること。

（２）提案書提出

　　　応募する事業者の方は、様式１「事業計画提案書」に添付書類を添えて提出してください。

イ　提出書類一覧

	項　目
	備　考
	様　式

	１．提案書
	事業計画提案書
	様式１

	２．定款・約款
	最新のもの（法人を新設する場合は、定款の素案）
	

	３．法人登記簿謄本
	３か月以内に発行されたもの（法人を新設する場合は、法人設立の計画書及び法人設立確約書：様式任意）
	副本のみコピー可

	４．法人概要
	①法人の沿革及び概要（パンフレット可、法人の組織体系図も添付すること）
②既存施設の状況（パンフレット類の添付可）
	任意の様式

	５．役員名簿
	最新のもの
	任意の様式

	６．印鑑証明書
	３か月以内に発行されたもの
	副本のみコピー可

	７．事業運営について
	① 直近３年間の決算書

② 収支予算シミュレーション（５年間）
（本部会計と当該施設にかかるものの両方を作成してください）
③ 利用料金表
	任意の様式

	８．運営規程
	運営規程（案）
	任意の様式

	９．資金調達計画
	1 事業費

2 財源内訳
	任意の様式


	10．設置予定地の状況
　
	1 地目、面積、現在の所有者、賃貸借・買収予定等の別（地番ごと）

2 公図及び登記簿謄本

3 借地契約書（合意書）、売買契約書（合意書）の写し

4 建蔽率、容積率、用途地域、上下水道等の状況
5 交通機関の状況

6 位置図

7 現況写真

8 地域密着型サービス事業所建設予定地事前協議報告書＊関係機関と十分に協議を行った上で提出してください。（土地利用に係る開発許可、建築規制、農地、消防法など）
	任意の様式

	11．建物の概要
	1 自己所有・賃貸借（契約（確約）書写し添付）の別

2 構造（鉄筋コンクリート造○階建の○階等）、床面積

3 建物配置図、平面図
	任意の様式

	12．事業スケジュール
	開設までのスケジュール計画表（着工に伴う確認申請や完成後の検査等の期間も含めること）
	任意の様式

	13．設備・備品の概要
	1 数量等
	任意の様式

	14．基本方針


	１　運営理念

1 法人の運営理念
2 本事業の運営理念

２　基本方針

1 サービスの質を向上させるための目標・方策

2 利用者本位の視点に立った具体的なサービス提供の内容

3 利用者の状態、意向に配慮したサービス計画の考え方

4 認知症ケアに対する考え方

5 緊急時の対応

３　その他法人独自の考え方
	任意の様式

	15．利用者等の保護について
	① 個人情報の管理に対する考え方及び個人情報保護の措置についての職員への周知方法
	任意の様式

	16．地域との連携について
	1 開設にあたって地域住民から理解を得るための方策

2 利用者と地域住民の交流を図る方策

3 ボランティアの受け入れ体制について
	任意の様式

	17．防災対策等


	1 防災対策（設備・計画・訓練・非常災害時の連携体制等に対する考え方等。）

※非常災害対策マニュアル等があれば添付すること
	任意の様式

	18．衛生管理
	1 食中毒、感染症予防への対策
※衛生管理マニュアル、感染症対策マニュアル等があれば添付すること
	任意の様式

	19．苦情処理
	①苦情処理の体制、考え方について

※苦情対応マニュアル等があれば添付すること
	任意の様式

	20．事故防止・安全対策等


	1 利用者の事故防止及び事故発生時の対応について（送迎時の対応を含む）
2 損害賠償について
※事故防止マニュアル等があれば添付すること
	任意の様式

	21．従事予定職員について
	1 管理者・介護職・その他の職員の資格取得状況・時期、経験及びどのような人材を採用する予定であるかについて

2 従業員等の確保の方法及び募集の時期・雇用形態等について

3 従業員の研修・教育について

4 緊急時及び日常におけるバックアップ体制について

5 勤務表（１か月分）
	任意の様式

	22．地域住民説明会等の経緯について
	1 事業所の建設について、住民説明会の実施と住民の理解があるか確認できるもの
	任意の様式


　　
※　任意の様式の項目については、本事業における法人の考え方（計画等）　　をどのように実行するか具体的な内容に触れながら記載してください。
提出書類の調製方法









※　図面以外は原則A４判で作成してください。

※　提出書類はA４ファイルに調製し正本１部・副本５部を提出して下さい。

※　ファイルには法人（個人）名、施設名がわかるように表紙、背表紙をつけて下さい。

※　書類ごとに合紙（白色無地の紙）を挟み、その合紙（白色無地の紙）にインデックスを必ずつけて下さい。
※　提出書類一覧の順に調製して下さい。
※　表紙及び合紙（白色無地の紙）以外にページ番号をつけて下さい。
※　このほか、市が必要とする書類の提出を求めることがあります。

ロ　提出日時

　　平成２４年９月１９日（水）もしくは、９月２１日（金）
　　午前９時から午後４時の間（郵送、ＦＡＸ等は不可）
　※必ず電話で予約のうえ、ご来庁ください。予約していない場合は受付できません。
ハ　提出場所

　　　　松戸市健康福祉本部社会福祉担当部高齢者福祉課（本庁舎　本館１階）

　　　　松戸市根本３８７番地の５
　　　
（３）整備資金の補助
市単独補助はありません。国・県の補助については未定です。
従って、資金計画等にあたっては、交付金や補助金のない場合でも十分に対応できるようお願いいたします。（※交付金・補助金を受けて整備したのち、事業の廃止や別の事業への転用等を行う場合は、原則返還となりますのでご注意下さい）
【参考】
＜平成２４年度補助予定額＞

千葉県介護基盤緊急整備等臨時特例交付金＜県⇒市町村⇒事業者＞

認知症対応型通所介護
１施設１０,０００千円

　　
６　留意事項
(１)応募者は、応募書類の提出をもって、応募条件等の公募内容を承諾したものとみなします。
(２) 応募に提出された書類は、理由の如何を問わず返却しません。また、事業者の採択の可否にかかわらず、事業者が応募に要した費用等は事業者が負担することとなります。
　(３) 応募締切り後の応募者の都合による応募書類の修正・追加は、公平性の観点から一切認めません。ただし、市からの指示により書類を修正・追加する場合を除きます。
　(４) 事業計画の中止や選定されなかったことによる一切の損害等について、松戸市が責任を負うものではありません。
　(５) 市長は、選定された法人又は事業者において、この募集要領に記載する事項について、重大な違背行為があったと認めるときは、決定について取り消すことができるとともに、次回の応募資格を失うものとします。
　　　また、当該施設の整備事業にかかる市の補助事業の内示がなされる見込がないと判断されるときは、決定について取り消すことができます。これらの場合、当該法人又は事業者は既に要した費用の弁済を市に求めることはできません。
　(６) 事業予定者に決定された後に事業予定者の責めに帰すべき事由により辞退があった場合は、次回の応募資格を失うものとします。
　(７) 契約書類など応募書類の正本に原本の写しを提出する場合には、代表者名で原本証明を必ずしてください。
　(８) 介護保険法、建築基準法、都市計画法、消防法及び条例等の法令を遵守するとともに、これらを所管する関係機関と十分な協議を行なってください。
　(９) 開設予定地の地域住民（自治会や町内会など）については、建物と事業内容等についての説明を行い、その経過等を提出してください。なお、今回の応募に際して地域へ説明を行う場合は、「松戸市の事業者公募に応募し、選定されることが条件であるため、事業化されない場合がある」旨を資料等に記載するなど、地域住民の誤解を招かないように十分注意すること。
　　＊地域住民等への説明は、承諾書を形式的に求めるのではなく、施設建設や事業が円滑に進められるように、そのことを地域住民等が十分に理解し協力が得られる状況にあることが重要です。
　(1０)隣地地権者については、説明経過と了承の有無を記載した書類を提出してください。なお、隣接地権者の範囲は、道路や水路などを隔てた地権者も含みます。
(1１)人員・設備・運営に関する基準は、関係法令通知などを確認し遵守すること。基準については、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成1８年３月1４日厚生労働省令第３４号）は、厚生労働省のホームページ（ホーム＞政策について＞分野別の政策一覧＞福祉・介護＞介護・高齢者福祉＞介護報酬＞平成２４年度介護報酬改定について【介護報酬改定に関する省令及び告示】1３.指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準）をご覧いただき、内容を充分確認した上で応募手続きを行ってください。
　　※現在厚生労働省令で定められている運営基準は、平成２５年４月1日施行予定の松戸市が定める条例に移行される見込みです。そのため予定法人は、今後定められる市の条例に規定する基準等に従い整備を進める必要がありますので、ご注意下さい。
(1２)「平成２４年度松戸市地域密着型サービス事業者指定に関するガイドライン」を必ずお読み下さい。（松戸市ホームページ＞事業者向け＞福祉事業＞介護保険指定地域密着型サービス事業者向け＞地域密着型サービス事業者の指定について（ダウンロード、平成２４年度松戸市地域密着型サービス事業者指定に関するガイドライン）をご覧下さい）

(1３)管理者は、認知症介護実践者研修（旧基礎課程を含む）修了者で、「認知症対応型サービス事業管理者研修」修了者である必要があります。事業の開始希望日（指定日）までに上記要件及び研修用件が整わない場合、指定申請は原則、受理しません。

 (1４)応募受付後に辞退する場合は、速やかに辞退届出書（任意様式）を提出して下さい。
(1５)書類提出の際は設計監理会社他、実際運営する法人の方（法人代表者（新設法人の場合には、設立代表者）、施設長就任予定者が望ましい）も必ず同行してください（書類提出は４名以内でお願いします）。
(1６)提出書類の内容等に不備が認められた場合は受理できない場合がありますので、内容・必要部数等に十分注意のうえ、提出してください。
７　質問の受付及び回答
　（1）受付方法
応募予定事業者からの公募に関する質問を、ＦＡＸ又は電子メールにより平成２４年８月２９日（水）１７時まで受付けます（必ず質問票を使用してください。電話や口頭での質問は受付けません）。
締切日以降の個別相談等は、公平性を期すため受付けません。
なお、応募状況、審査状況や介護保険法に基づく指定基準など法令等により確認ができる事項、他の応募者に関する情報等については回答しかねますのでご遠慮ください。
　（２）回答の方法
　　　原則、質問いただいた方にＦＡＸ又は電子メールにて回答しますが、必要に応じて市ホームページに掲載し、広くお知らせします。
８　問合せ先

　　松戸市健康福祉本部社会福祉担当部高齢者福祉課　
担当：佐野・白石・柿沼
　松戸市根本３８７番地の５　　
電話　０４７-３６６-７３４６　　　　
E-mail mckoureisha@city.matsudo.chiba.jp
様式　１

平成　　年　　月　　日

　（あて先）松戸市長　本郷谷　健次
　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

○○○○○事業計画提案書

１　提案趣旨

· 地域での施設の役割及び施設等設置の動機

２　提案内容

・施設等名称

・定員

　　・併設施設の概要
　　・設置予定地

　　・連絡先（所在地、電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレス、担当者名）
















